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 運営指導に関する留意事項 

 

令和７年４月 地域福祉課指導監査係 

 

１ 運営指導の実施状況 

 令和６年度 

・ 居宅介護支援事業                    １８事業所 

・ 介護予防支援事業                     ６事業所 

・ 地域密着型サービス                   ２１事業所 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）       ４３事業所 

（訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ、通所介護相当サービス、通所型サービスＡ） 

 

【運営指導の根拠とする基準】 

サービス種別ごとに定められている人員や運営に関する基準は、次のとおりであり、

関係法令や当該「基準」に基づいた事業の運営が行われているかどうかを確認するため、

運営指導を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 居宅介護支援事業 …… ・ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成 11年３月 31日 厚生省令第 38 号） 

・ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 12年２月 10日 厚生省告示第 20号） 

(２) 介護予防支援事業 …… ・ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援 

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（平成 18年３月 14日 厚生労働省令第 37号） 

・ 指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 18年３月 14日 厚生労働省告示第 129号） 

 (３) 地域密着型サービス …… ・ 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成 18年３月 14日 厚生労働省令第 34号） 

・ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 18年３月 14日 厚生労働省告示第 126号） 

・ 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び 

に指定地域密着型予防サービスに係る介護予防のための効果的な支 

援の方法に関する基準 

（平成 18年３月 14日 厚生労働省令第 36号） 

・ 指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する 

基準 

（平成 18年３月 14日 厚生労働省告示第 128号） 

(４) 総合事業（訪問） …… ・ 宇部市訪問介護相当サービス（宇部市訪問型サービスＡ）の事業の 

人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱 

（令和６年４月１日施行） 

(５) 総合事業（通所） …… ・ 宇部市通所介護相当サービス（宇部市通所型サービスＡ）の事業の 

人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱 

（令和６年４月１日施行） 

（うち、介護予防に該当 

するサービス種別） 
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２ 運営指導における主な指摘事項 

 

介護保険サービス事業者等に対して、「口頭指摘」（事務処理において、留意する事項の

内容を事業所に通知したもの）又は「文書指摘」（改善を要する事項に関して、是正改善の

内容を報告するように事業所に通知したもの）とした事項の内容は、次のとおりです（主

なものを掲載）。 

 

 

(１) 居宅介護支援事業 

No. 項  目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 指定居宅介護

支援の具体的

取扱方針 

① 福祉用具貸与（車いす）に当たり、

サービス担当者会議が開催されてい

なかった。また、居宅サービス計画も

変更（福祉用具貸与の追加）がされて

いなかったため、会議を開催のうえ、

計画を変更してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31日厚生省令第 38号）第 13

条第 22号 

② モニタリングの記録がなかったため

過誤してください。また、モニタリン

グの記録を作成して写しを提出して

ください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31日厚生省令第 38号）第 13

条第 14号 

２ 感染症の予防

及びまん延防

止のための措

置 

①  感染症の予防及びまん延防止のた

めの対策を検討する委員会をおおむ

ね６月に１回以上開催し、担当職員に

周知してください。また、委員会の議

事録を提出してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31日厚生省令第 38号）第 21

条の２ 

３ 虐待の防止 ① 虐待の防止のための対策を検討す

る委員会を定期的に開催し、担当職員

に周知してください。また、委員会の

議事録を提出してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31日厚生省令第 38号）第 27

条の２ 

 

 

(２) 介護予防支援事業 

No. 項 目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 指定介護予防

支援の具体的

取扱方針 

① 介護予防サービス計画への介護予

防福祉用具貸与の位置付けにあたり、

貸与が必要な理由の記載がありませ

んでした。福祉用具については、販売

及び貸与の理由を介護予防サービス

計画へ記載するようにしてください。 

指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成

18 年３月 14 日厚生労働省令第 37

号）第 30条第 24号及び 25 号 
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２ 秘密保持等 ① 個人情報の使用の同意に関して、サ

ービス担当者会議等において、利用者

だけでなく、家族の個人情報も使用す

ることから、利用者の同意だけでな

く、家族の同意も取るように改善して

ください。 

指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成

18 年３月 14 日厚生労働省令第 37

号）第 22条第３項 

 

 

(３) 地域密着型サービス 

No. 項  目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 内容及び手続

の説明及び同

意 

① 営業時間及び休暇日について、運営

規程と重要事項説明書が相違してい

たため、記載を統一してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18年３月 14日 厚生労働省

令第 34 号）第 37 条（第３条の７

第１項準用） 

２ 衛生管理等 ① 「感染症の予防及びまん延防止の

ための対策を検討する委員会」をおお

むね６月に１回以上開催して、担当職

員に周知することとなっているため、

委員会を開催してください。また、委

員会の議事録を提出してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34号）第 33条第２項第１号 

３ 

  

秘密保持等 ① 個人情報の同意に関して、サービス

担当者会議等において、利用者だけで

なく、家族の個人情報も使用すること

から、利用者の同意だけでなく、家族

の同意もとるようにしてください。な

お、利用者全員について、家族の同意

があるか確認してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34号）第 37 条（第３条の 33

第３項準用） 

４ 地域との連携

等 

①  運営推進会議の会議録が公表され

ていなかったので、公表してくださ

い。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34 号）第 34 条第１項及び第

２項 

５ 虐待の防止 ① 「虐待の防止のための対策を検討

する委員会」を定期的に開催して、担

当職員に周知することとなっている

ため、委員会を開催してください。ま

た、委員会の議事録を提出してくださ

い。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34号）第 37 条（第３条の 38

の 2第 1 号準用） 
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６ 掲示 ① 重要事項の掲示について、最新の運

営規程を設置してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18年３月 14日 厚生労働省

令第 34号）第 108 条（第３条の 32

準用） 

 

 

(４) 介護予防・日常生活支援総合事業 

（訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ、通所介護相当サービス、通所型サービスＡ） 

No. 項  目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 業務継続計画

の策定 

① 非常災害に関する業務継続計画を

策定してください。なお、確認のため、

策定した非常災害に関する業務継続

計画の写しを提出してください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和６年４月１日

施行）第 26 条第１項 

２ 衛生管理等 ① 「感染症の予防及びまん延防止の

ための対策を検討する委員会」をおお

むね６月に１回以上開催して、担当職

員に周知することとなっているため、

委員会を開催してください。また、委

員会の議事録を提出してください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和６年４月１日

施行）第 29 条第２項第１号 

３ 秘密保持等 ① ① 個人情報の同意に関して、サービス

担当者会議等において、利用者だけで

なく、家族の個人情報も使用すること

から、利用者の同意だけでなく、家族

の同意もとるようにしてください。な

お、利用者全員について、家族の同意

があるか確認してください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和６年４月１日

施行）第 31 条第３項 

４ 虐待の防止 ① 「虐待の防止のための対策を検討

する委員会」を定期的に開催して、担

当職員に周知することとなっている

ため、委員会を開催してください。ま

た、委員会の議事録を提出してくださ

い。 

宇部市訪問介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和６年４月１日

施行）第 39 条 

５ 

 

送迎減算 ① 送迎減算が漏れている事例があり

ました。速やかに過誤処理を行い、他

にも同様の事例がないか確認の上、該

当があれば過誤処理を行ってくださ

い。 

宇部市介護予防・日常生活支援総合

事業第１号事業支給費の額等を定

める要綱（令和元年 10 月１日施行）

第２条 
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３ 令和７年度からの変更点について 

 

（１）令和６年度末で経過措置が終了した事項について 

 

  ●業務継続計画未策定減算（全サービス） 

    感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、かつ当該

業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。 

    減算の施行時期 

     令和６年４月 

      地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、総合事業（通所） 

     令和７年４月 

      居宅介護支援、介護予防支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

      総合事業（訪問） 

 

 ●身体的拘束等の適正化のための措置（（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護

予防）認知症対応型共同生活介護（短期利用の届出をしている事業所のみ）） 

   ・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果

について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

   ・身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

   ・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に

実施すること。 

 

 ●身体拘束廃止未実施減算（（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知

症対応型共同生活介護（短期利用の届出をしている事業所のみ）） 

    身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた

場合ではなく、指定地域密着型サービス基準第 73 条第６項の記録（同条第５項に規

定する身体的拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合及び同条第７項に規定す

る措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算することとな

る。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整

備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事

実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３

月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の

翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から

減算することとする。 
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 ●書面掲示規制の見直し（全サービス） 

    事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として、事業所内での書

面掲示に加え、ウェブサイト（法人のホームページ等又は介護サービス情報公表シス

テム）に掲載公表しなければならない。 

 

（２）サービス利用票（第６表）とサービス利用票別表（第７表）の変更について 

 

福祉用具貸与を行う際には、適用するサービスコードに対応する用具の名称（機種名）、

および TAISコード・届出コードを記載する。 

   （参考）「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の掲示について」の一部

改正について（令和６年７月４日老認発 0704第１号） 

 

４ 「自己点検シート」に関する留意事項 

 

(１) 「自己点検シート」の提出 

令和７年度に実施する運営指導の対象とした事業者等（事業所）に対しては、令和７

年５月中旬（予定）に「自己点検シート」をメールで送信しますので、通知に定めた提

出期限までに提出をお願いします。 

「自己点検シート」を提出された事業者等（事業所）から、順次、日程の都合を確認

のうえ、運営指導を実施します（令和７年７月から実施予定）。 

なお、運営指導の対象としない事業者等（事業所）からは、「自己点検シート」の提出

は求めないこととしています。 

 

(２) 各事業者等（事業所）による自己点検 

   毎年度、「自己点検シート」の内容は見直されています。 

令和７年度の「自己点検シート」は、後日、市ウェブサイトに掲載しますので、すべ

ての事業者等（事業所）においては、様式の「確認事項」の内容に関して、適切な事業

運営が行われているかどうかの自己点検を必ず実施してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市公式ウェブサイトへの掲載先】 ※ …… は、ページ中の項目（タイトル） 

トップページ ➡ 「健康・福祉」 ➡ 「生活支援・社会福祉」ページ ➡ 

「社会福祉事業等の指導監査」ページ ➡  指導監査の対象事業  ➡ 

  介護保険関連事業  


